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イ ノベ ー シ ョンの源泉 と

その決定要 因:文 献展望

小 川 進

1.は じ め に

本論文で展開 しようとしているテーマは,情 報の粘着性 とイノベーションに

関係する問題解決の場所との関係である。局所的(10ca1)な 場所 にある情報

はそれが生成する場所か ら移転するのにコス トがかかる 我々の用語で言

えば,粘 着性がある。情報の粘着性仮説(vonHippel,1994)は 「粘着性の高

い情報のある場所とその粘着性の高い情報に関連 している問題を解決するプレー

ヤーのいる場所は同じになる」と主張する。

これまで研究者達はイノベーションが起 こる場所とその場所を決定する要因

にっいて議論を重ねてきた。本稿ではそのイノベーションの場所 と決定要因に

関する既存文献をレビューする。そして,情 報の粘着性 とイノベーションの場

所との関係に関する実証研究を行うことが現在重要であることを主張 したい。

この文献展望において我々はメーカーやユーザー,部 品あるいは原材料のサプ

ライヤーといった,当 該のイノベーションに対して 「機能的」関係をもった様々

なプレーヤーによってイノベーションが行われているという経験的証拠を読者

に提供する。また,過 去の文献ではイノベーションの場所を説明するのに重要

な要因 として二っのもの(一 つは当該イノベーションに関わったプレーヤーの

期待利益であり,も う一っがイノベーションに関連する情報の粘着性である)

が重要であると考えられてきたことを紹介する。最後に我々は,イ ノベーター
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の期待利益 とイノベーションの場所との関係は経験的にデータで示されてきた

が,イ ノベーション関連の情報の粘着性とイノベーションの場所との関係にっ

いてはそれが仮説化されているにもかかわ らず実証されるには至 っていないこ

とを指摘する。

2節 で我々は産業や製品カテゴリーによってイノベーションが起こる場所が

異なることを示す。3節 ではプレーヤーの期待利益の大きさがイノベーション

の位置の分布を説明する可能性を指摘 し,そ の一方でい くっかの理由から期待

利益だけではイノベーション位置の分布を説明するには不十分であることを報

告する。そこで4節 以降では,イ ノベーションの位置を決定するもう一っ別の

要因を見っけだす ことにする。我々はニーズ情報 と技術情報が製品開発の成功

のカギとなること,そ してそれ らの情報を移転するにはコス トがかかることを

議論する。そのことを前提 に,5節 ではフォン・ヒッペルによって提唱されて

いる 「情報の粘着性」の概念について説明 し,そ れがイノベーション関連の問

題解決場所の分布を説明する,も う一っの決定要因になりうることを説明する。

そ して最後に,「情報の粘着性仮説」を経験データで実証する必要性を強調 し,

それを 「イノベーションの源泉」研究の新たなステップとすることを提唱する。

∬.イ ノ ベ ー シ ョンの位 置

II,1.イ ノベー シ ョンはメーカーが いつ も行 うのか7

イ ノベー シ ョンを研 究す る人達 は長 い間,イ ノベーシ ョンの源泉 とそれを決

定す る要因 にっいて議 論を行 って きた。伝統 的な考え方で は,イ ノベーシ ョン

はメーカーが行 い,そ こで メーカーは新製 品 に関す るニーズを感 じ取 り,そ れ

を充 たす製品 を開発 し市 場化す る ものだ として きた。 実際多 くの研究者達 は,

メ ーカーが イノベ ーターであ るとい う仮定 の もとに研究 を行 って いる(Arrow ,

1962:CooperandSchendel,1976:GilbertandNewbery,1982:Reinganum,
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1983:TushmanandAnderson,1986:HendersonandClark,1990:Christen-

sen,1992a,1992b:Henderson,1993)0

そ の 中でイ ノベー ションの源泉 をイ ノベ ーシ ョン活動 と企業 規模 あ るい は市

場支配力(marketpower)と の関係 において議論 して いる ものが あ る。 例 え

ば,シ ュンペー ター(1934)は 初期 の ころ,小 規模 な起業 家的企業が たいて い

のイ ノベー シ ョンの源泉 とな る,と 主張 したが,後 にな って,あ る程度市場支

配力 を持 った犬規模企業 が技術進歩 の原動 力 とな る と主張 す るよ うに な った

(Schumpeter,1950)0

ク ーパ ーとシェンデル(1976)は 技 術 イノベー シ ョンは しば しば新規参入企

業 によって行われ ることを指摘 した。彼 らの研究 はイ ノベ ーシ ョンによ って脅

威 にさ らされて いる既存産業を対象 と し,す でにそ こで活動 して いる企業 の立

場か ら主要 な技術 イノベーシ ョンを眺 めている。 彼 らが調査 したのは7つ の産

業 とそこでの イノベーシ ョンで ある。蒸気機 関車 か らデ ィーゼル機関車,真 空

管か ら トラ ンジスタ,万 年筆か らボールペ ン,安 全 カ ミソリか ら電気 カ ミソ リ,

石 油火力発電 か ら原子力発電,プ ロペ ラか らジェ ッ トエ ンジ ン,天 然皮革 か ら

合成皮革へ の技術的変化 を彼 らは考察 の対象 と した。 そ こで彼 らは新 しい技術

の最初 の市場へ の導入 で,7っ のケース中4っ が当該産業 の外部 にい る企 業に

よ って行 われた ことを発見 した。 また,ク リス テ ンセ ン(1992a:1992b)は

デ ィスク ・ドライブ産業 における技術 的な歴 史を観察 した。 そ して彼の研究が

明 らかに したのは,以 下 の2点 であ った。っ ま り,デ ィス ク ・ドライブ産業の

リーダー企業 は新 しい要素技術 の開発 に関 して は一貫 して リーダーで あったこ

と,そ してそれ とは対 照的にアーキテ クチ ュアルなイノベー シ ョンの開発 に関

しては新 規参 入企 業が リー ダーであ った こと,で あ った。以 上の研究結果 が示

唆 してい るのは,イ ノベー シ ョンの中 には,当 該産業 の既存企業 によ って行わ

れ るイ ノベー シ ョンもあれば,新 規参入企業 によ って行 われ るイノベー ション

もあ る,と い うことであ る。
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II.2.イ ノ ベーター と しての ユーザー

上で見 たよ うにイノベー シ ョンの位置 に関す る既存企業 対 新規参入企業

とい う二分法 は確 かに これ まで重要 な洞察 を我 々 に与 えて きた。 しか し,そ の

一方で既存企業 対 新規 参入企業 とい う二分法 がイ ノベ ーシ ョンの源泉 に関

す る分布を説明す るのに不十分 で ある,と い うことも明 らかにな って きた。 と

い うの は時 と して,メ ーカーで はな くユーザーがイ ノベー シ ョンを行 うことが

あ りうるか らで ある。事実,イ ノベ ーシ ョン過程 でユーザーが重要 な役 割を演

じる ことを デ ー タで 示 す多 くの研 究 が 存 在 して い る(vonHippel,1976,

1977,1988:Cooper,1979:Parkinson,1982:Shaw,1985:Rothwelland

Gardiner,1985:Voss,1985:Foxall,1989)。 多 くの研究 が メ ーカ ーが イ ノ

ベー ター とな ると仮定 して い るに もかかわ らず ,こ こで挙 げたよ うな研究 は,

異 な る産業 で は,例 え ばメーカーやユ ーザーとい った,当 該 イ ノベー ションに

対 して異 な る機 能的関係 にあるプ レーヤ ー達 によ って イノベー ションが行 われ

る ことを示 したのであ る。

例 えば,科 学機器 の場合,フ ォン ・ヒ ッペル(1976)は 彼 が調べ たイノベー

ションの77%を 彼 がユ ーザ ー支 配 的過 程(user-dominatedprocess)と 呼 ん

だ ものと して分類 で きることを示 した。 同様 に彼 は電子産業 の二っ のセグメ ン

ト(半 導体 と電子 サ ブアセ ンプ リー製造)に お けるイノベ ーシ ョンを調査 し,

そ こで の イ ノベ ー シ ョ ンの67%が ユ ーザ ー支配 的 で あ った ことを発見 した

(vonHippel,1977)。 また,シ ョー(1985)は,11の 企 業 か ら収 集 した医療

機器 に関す る34の イノベー シ ョンにおい'て同様 なパ ター ンを発 見 した。34の

イノベ ーシ ョンの うち18っ まり53%の ものがユ ーザ ー支配的だ ったので ある。

さらに,ヴ ォス(1985)は,5っ の アプ リケー シ ョン ・ソフ トウェアの分野 に

つ いて研究を行 い,そ こにお ける63の ソ.フトウェア ・イ ノベ ー シ ョ ンの うち

19(32%)の も のが ユーザーに よって行 われていたことを発見 した。最後 にフォ

クスオ ール(1989)は 自己正 規化 テス ト機,多 芸 的 ロボッ ト,フ レキ シブル製
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造 システム制御 ソフ トウェア,品 質管理技術,再 配置 サー ビスといった5つ の

ケースで起 こ った ユーザー起点 のイノベー ションにっいて報告 した。

その一方で,フ ォ ン ・ヒッペル(1988)は ユ ーザーが必ず しもイノベー ショ

ン過程で主要 な役割 を演 じるとは限 らない ことも報告 して いる。彼 は三 つの製

品カテ ゴリー(ト ラク ター ・シャベル,エ ンジニ ア リング ・プ ラスチ ック,プ

ラスチ ック添加剤)に おけ るイヲ ベー ション過程 で メーカーが主要 な役 割を演

じた ことを示 した。 そ して同時 に三 っのプ ロセ ス機器 カテ ゴ リー(工 業 用ガ ス

を利 用 したプ ロセ ス機器,サ ーモプ ラスチ ックを利用 したプ ロセ ス機器,電 線

切断機)の イ ノベー ションの うち,彼 が調べ た30%以 上 の ものが,メ ーカー

より上流 に位 置す るサ プライヤーに ょって行われ ていた ことを示 した。以上の

研究が全体 として示 してい ることは,ユ ーザしが あ る条件 の もとで はイノベー

シ ョン過程で主要な役割を演 じることが ある,と い うことで ある(表1参 照)。

表1イ ノ ベ ー シ ョ ンの 機 能 的 源 泉 に 関 す る経 験 的 デ ー タ

イ ノ ベ ー タ ー

研 究 サ ンプ ルNユ ーザー ・メーカー サプライヤー

vonHippei(1976)

vonHippel(1977)

vonHippel(1988)

Shaw(1985)

Voss(1985)

科 学 機 器

半導体と電子アセ ンブリー製造

バル トリ3一 ジョン・プロセス

トラク タ ー シ ャベ ル

エンジニアリング・プラスチック

プ ラス チ ック添 加 物

工業用ガスを利用したプロセス機器

サーモプラスチックを利用したプロセス機器

電 線 切 断機

医 療 機 器

アプリケーション・ソフトウェア

111

49

10

16

5

16

12

14

20

34

63

77%

67%

90%

6%

10%

8%

42%

43%

11%

53%

32%

23%

21%

10%

94%

90%

92%

17%

14%

33%

47%

67%

ai

of

of

of

of

of

33%

36%

56%

of

ao
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皿.イ ノベーションの源泉の分布に対する経済学的説明

皿.1.新 古典派流経済学における理論的研究

新古典派流経済学における理論的研究は,メ ーカーがイノベーターになると

.いう仮定のもと,ど のような条件 の時,既 存企業がイノベーションを行 うこと

になるか議論 してきた。あるいはどのような条件の時,新 規参入企業の方がイ

ノベーションを行うことになるかについて議論 してきた。そこでの研究はプレー

ヤーがイノベーションを行 うインセ ンティブに焦点を当て,そ のインセンティ

ブがイノベーションの源泉に関する分布を説明すると主張 してきた。例えばア

ロー(1962)は 競争的な市場にいる企業は,独 占市場にいる企業よりも,イ ノ

ベーションへの投資に関 してより大 きなインセ ンティブを持っことを示唆 した。

またギルバー トと二Sベ リー(1982)は 当該市場への参入が自由に行われる

場合,独 占的市場支配力を持 った既存企業が潜在的な参入者が行 うイノベーショ

ンへの投資を先取 りして しまうことを示 した。そこでは既存企業は,新 世代の

技術に対 して も既存の市場支配力を拡張 し,利 益を確保 しようとするのである。

それに対 して,レ インガナム(1983)は 不確実状況下では既にその市場にいる

独占的企業は,自 社の既存製品との共食いが起 こることを恐れて新規参入企業

より少額のイノベーションへの投資を行 うことになることを示 した。そ してそ

れ以後の研究 は,既 にその市場にいる独占的企業が,イ ノベーションに対 して

新規参入企業よりも多 くの投資を行 うインセンティブを持っかどうかは次の二

つの程度に依存することを明 らかにした。 それ らのうちの一っはイノベーショ

ンが既存の市場支配力を破壊することになる程度であり,そ してもう一つは当

該イノベーション過程 に関わる不確実性の程度である。

皿.2.期 待利益(専 有可能性)仮 説の実証研究

新古典派流経済学の以上 の よ うな流 れに対 応 して,フ ォ ン ・ヒ ッ ペ ル
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(1988)は 最 初,イ ノベー シ ョンの源泉の分布 はプ レーヤ ーが イ ノベー シ ョン

に対 して持つ イ ンセ ンテ ィブで説明 でき ると考えた。イノベーションがメーカー

やユーザーとい った当該 イノベー ションに機能的な意味で関係する様々なプ レー

ヤーによ って行 われる,と い う証拠 を前提 として,彼 はイノベー シ ョンの分 布

に関 わる理論 を展開 したのであ る。 フォン ・ヒ ッペル による主張 は基本的 には

イノベー ションの源泉 の分布 は所与 のプ レー ヤーに生 じる期待利益,言 い換え

れば経済 レン トの関数 として決定 され るとい うものであ った。例 えば,も しユー

ザーがメーカーよ りもより多 くの利益 を当該 のイノベー シ ョンか ら得 ることが

で きると期待 で きるな らば,そ の時 はユ ーザ ーが イノベー シ ョンを行 うとい う

ことにな る。 あるいは逆 にメー カーがユ ーザーよ りも当該 イ ノベ ーシ ョンか ら

多 くの利益を獲得で きると期待で きる場合,ヌ ーカーが イノベーションを行 う,

と いうことになる(表2参 照)。 フォン ・ヒッペル は5つ の サ ンプル(パ ル ト

リュージ ョン ・プロセス機械,ト ラク ター シャベル関連,エ ンジニア リン グ ・

プ ラスチ ック,工 業用 ガスを利用す るプロセス機 器,サ ーモプ ラステ ィックを

利用す るプロセス機器)を 使 って,以 上 の仮説 の検定を行 い,そ の仮説 が支持

される ことを実証 した。 同様 にシ ョー(1986)も 期 待利益仮説 が医療用機 器の

イ ノベー シ ョンの場合 において支持 され ることを示 した。

表2期 待利益(専 有可能性)仮 説

メーカーの期待利益 ユーザーの期待利益 イノベーションの位置

低い

高い

低い

高い

低い

低い

高い

高い

メ ー カ ー あ るい はユ ー ザ ー

メ ー カ ー

ユ ーザ ー

メ ー カ ー あ るい はユ ーザ ー

しか しなが ら,イ ノベ ーシ ョンの源泉 の分布 を説 明す るにあ た って,「 期待

利益仮説」が十分 な もので あるとは言 えない。 まず第一 に,フ ォ ン ・ヒッペル



8 研 究 年 報XI.IV

(vonHippel,1988)自 身 も警告 して いるよ うに,す べての潜在的 イノベーター

が 自分 の期待す る利益 を同一基準 で もって評価す るわ けで はない。 そのよ うな

プ レーヤーが同一基 準で期待利益 を評価 で きな い分野 では,こ の期待利益仮説

の モデルは実用性 に乏 しい。例 えば,科 学 機器 につ いて見 てみ ると,イ ノベー

シ ョンの担 い手 であ る科 学者(こ の場 合,ユ ーザ ー)の 多 くは非営利機 関に所

属 して いる。彼 らの研 究 は通常,政 府 に よってサ ポー トされ,そ の政府 の資金

配分基準 は,提 案 された研究 の科学 的価値 に対す る評価 であ って経済 的価値 に

対す る ものではない。そ のため科学機 器のユ ーザー(科 学者)も その雇 用主 体

(大学 な どの非営利機関)も,イ ノベー シ ョン関連の利益期 待 を経済 的基 準 で

もって測定 す る理 由 はないのであ る。 第二 に,イ ノベー シ ョンが単 にメーカ ー

や ユーザー とい った単一 プ レーヤー によって行 われる とは限 らない。 時 にイ ノ

ベー ションは複数 の プ レーヤーによ る共同 イノベー シ ョンとして行 われ ること

がある。「期待利益仮説」 はこのよ うな共 同 イノベ ーシ ョンの現 象 を扱 う枠 組

みを持 っていな い。 そ して第三 に,よ り多 くの専有可能性(期 待利 益)が イノ

ベー ション活動 を促進す るか どうか にっ いて,実 証研究 で これ まで意見の一致

をみていない(LevinetaL,1985:Coheneta1.,1987:Levin,1988:Bern。

stein,1988:BernsteinandNadiri,1989:CohenandLevin,1989)。1例 えば

レビン他(1985)と レ ビン(1988)は 専有可能 性をサーベイ ・ベースで得 た様 々

な尺度 を使 って測定 し,専 有可 能性が産業 レベルの研 究開発の強度を説明 しな

い ことを発見 した。他方,コ ーヘ ン他(1987)は 事 業部 レベル のデータを使 っ

た場合,上 で挙 げた尺度 の うちの い くっ かが研究 開発 の強度 に有意 な影響を与

えてい ることを見 いだ した。 以上 のよ うな ことを考 え ると,イ ノベ ーシ ョンの

源泉 に関す る我 々の理解 を深め るた めには,イ ノベー シ ョンが起 こる場所を決

定 す る別の要因 を探 し出す ことが有益 なよ うであ る。 その作業 を次節で行 うこ

1)た だ し以下で紹介する研究は,

に行われた調査である。

イ ノ ベ ー シ ョ ンは メ ー カ ー が 行 う と い う仮 定 の も と
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とに しよ う。

IV.情 報 と新 製品開発

IV.1.新 製品開発に関する研究

新製品開発に関する多 くの研究は新製品開発の成功 と失敗を分けることにな

る要因について調査を行ってきた。そしてユーザー ・ニーズに関す る理解 と技

術に関する活動に熟達 していることが新製品開発成功のためのカギとなること

を見いだ してきた。これ らの発見物はユーザー ・ニーズと技術に関する情報を

獲得,移 転,利 用することが新製品開発で成功するために重要な役割を演 じて

いることを示唆 している。 ・

例えば,SAPPHOプ ロジェクト(Rothwelleta1.,1974)は ペアワイズに

比較する方法を採用 して,43の 成功 ・不成功 というペアにな ったプロジェク

ト(22の 化学プロセスと21の 科学機器に関するプロジェク ト)を 調査 した。

そこでは成功 ・不成功を区別す る最 も重要な要因として以下のものが挙 げられ

た。

1,ユ ー ザー ・ニーズの理解

2.マ ーケテ ィング とパ ブ リシテ ィの強調

3.開 発効率

4.外 部技術 の有効利用 と外部 との科 学的 コ ミュニケaシ ョン

5.担 当 マネー ジャーの年功 と権 限

同様 に,プ ロジェク トNewProd(Cooper,1979)は102の 企 業 を調査 し,

102の 成 功 した新製品 と93の 失敗 した新製 品を区別す る特性を識別 しよ う と し

た。 そ こでは因子分析 と回帰分 析が使用 され,最 も重要 な成功要 因 と して次 の
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ものが指摘された。

1.顧 客 の 目か ら見 てユ ニークで優れ た製 品を持 ち,そ れが市場 で差 別

的優位性を持っ こと。

2.市 場 にっ いてよ く知 ってお り,マ ーケテ ィング調査 とマーケテ ィン

グ活動を うま く実行 で きてい ること。

3.技 術 と生産 において シナ ジーがあ り,そ れ らに熟達 して いる こと。

最後 に,モ ン トーヤ ーワイス とカ ラン トン(1994)は 新 製品開発 に関す る既

存 の実証研究 を包括 的 に レビュー した。 彼 らはその結 果,二 つ のカテゴ リーに

属す る8つ の要 因が既存の研究 で最 も頻繁 に引用 されてお り,統 計的 に も一貫

して有意で ある と報告 されて いる ことを発見 した。 その8っ の要因 とは(1)

戦 略 的要因:製 品にお ける優位性,技 術 的シナジー,マ ーケティング ・シナジー

(2)開 発 過程要 因:技 術的活動 での熟練度,マ ーケテ ィング活動 での熟練度,

プ ロ トコール,ト ップ ・マネ ジメ ン トのサポー トとスキル,開 発 に入 る前 の活

動 にお ける熟練度,で あ った。

IV.2.情 報の移転 はしばしばコス トがかかる

以上の研究が明らかにしたのは,新 製品開発の成功にはニーズ関連情報と技

術関連情報を有効かっ効率的に獲得,移 転,利 用する必要があることでうる。

このようにニーズや技術 に関する情報の獲得,移 転,利 用が新製品開発で重要

であるにもかかわらず,情 報を移転 し,利 用するコス トといったものに注目し

た研究はっい最近までほとんどなかった。それが証拠に,ミ クロ経済学の教科

書で情報を トピックとして大 きく取り扱いはじめたのも最近になってからであ

る。事実,一 昔前の経済理論では情報 はコス トをかけずに移転できると仮定 し

てきた。例えば,ア ローは次のような観察を行っている。
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「所与 の情報を移転す るコス トは しば しば極 あて低 いものである。....

しか し,特 別な法的保護が なければオー プンな市場で情報を単純 に売

ることはで きな い。 どの情報 の購入者 もその情 報の独 占を破壊す るこ

とがで きる。 というの は,ほ とん どわずかな費用 あるいは費用 ゼロで

その情報 を再生 産で きて しま うか らであ る。」

、(1962,614-615ペ ー ジ)

しか しなが ら,技 術情報 や マーケテ ィング情報 に対 して理論的 あるいは経験

的に興 味を持 ってい る多 くの学者 は,技 術 あるいは/及 びマーケテ ィングのプ

ロジェク トにお ける情報 移転 にかか る費用 につ いて,長 い間議論 して きた。 そ

こで明 らかにな って きたの は,そ のよ うな情報移転 にかか る費用 は,プ ロ ジェ

ク トごとにお お い に変 動 す る と い うも の で あ った。(Polanyi,1958:Teece,

1977:Rosenberg,1982:Pavitt,1987:Winter,1987:Nishikawa,1989:Kogut

andZander,1995:ZanderandKogut,1995:NonakaandTakeuchi,1995:

Burke,1996)

例 え ば,テ ィース(1977)は26の 国 際技術移転 プ ロ ジェ ク トを対 象 と し,

す べての関連す る,具 体化 されていな い技 術的知識(す なわ ち組織化及 びオペ

レー ション,品 質管理,製 造手続 きといった ものを行 う方法 やそれ に関連す る

情報 の ことであ り,こ の場合,資 本財,青 写真,技 術仕様 とい ったすで に具体

化 され た知識 を含ん でいない)を 調 べた。 彼 はそこで情報 の移転 費用が大 き く

変動 して いることを発見 した。っ ま り移転 コス トが総 プ ロジェク ト費用の2%

の ものか ら59%の ものまであ り,平 均 す るとそれ は19%と な り,総 プ ロ ジェ

ク ト費用のかな りの部分 を占める ものであ ったので ある。 同様 に,ザ ンダー と

コーガ ッ ト(1995)は ス ウェーデ ンを拠点 とす る企 業 によ って行 われ た35の

イノベ ーシ ョン関連 の技術情報移転 の時間を決定する要因を対象 とし調査を行 っ

た 。 彼 らが 発 見 した の は コ ー ド化 可 能 性(codifiability)と 教 育 可 能 性
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(teachability)と い う二っ の特性 が技 術 情報 の移 転速 度 に有意 な影響 を与 え

てい る,と いう ものであ った。 以上の よ うな研究 が示唆 してい るの は,技 術関

連情 報 は しば しば移転費用 がかか るとい うことであ る。

同様 に,マ ーケテ ィング研究者達 もユーザー ・ニー ズ情報 が しば しば移転 に

費用がかか るこ とを指摘 して きた。例 えば以前,日 立 のマーケテ ィング ・マネー

ジャーで あ った西川(1989)は フ ォーカス ・グルー プ ・イ ンタ ビューや消費者

サーベイ調査 とい った消費者調査が しば しば誤解 を生み出す よ うな結果を生み

出す と主張 した。彼 によ るとその理 由は次 のよ うな もので あ った。

(1)無 関心 細心の注意を払わずに行 ったランダム ・サンプリングは誤っ

た判断のもとになる。それはそもそも回答を求められた回答者で当該製

品に対 して無関心である人達がそこに含まれてしまうからである。

(2)責 任感のなさ 消費者は当該製品を本当 に買 う時 になって本音 の意

見を言 うのであって,単 に当該製品にっいて話をする時には本音を話す

ものではない。

(3)保 守的態度 一般に,消 費者は保守的で新製品に対 して否定的な態

度を示すものである。

(4)虚 栄心 人 というのは見栄をはった意見をいうものである。

(5)不 十分な情報 調査でどれだけサーベイ協力者に当該製品の特性に

関 して情報を提供できたかによってその調査結果が変わってくる。

バ ー ク(1996)も ま たマネー ジャーが現在利用可能 な どのマーケテ ィング調

査 のテ クニ ックを使 って も,ユ ーザ ー ・ニーズ情報 をユーザーか らメーカ ーに

移転 す る上 で費用がかか る点 は変 わ らない ことを示唆 してい る。 彼 は以下 の よ

うにその ことを報 告 して いる。
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(1)伝 統的なテス ト・マーケティングは時間がかかり,費 用もかかる。一回

のテストでも6ヵ 月か ら一年以上かかる。そしてその費用も何百万 ドル

といった額になる。

(2)環 境要因を統制 したフィール ドでの実験では,そ のテストは伝統的なマー

ケティング ・テス トよりは一般的に時間はかからず,費 用 もかからない

が,い くつかの欠点 も併せもっている。それは非現実的な実験,小 売業

者のその実験への抵抗,競 合他社が行 うその実験行為への妨害による小

売販売データに出るノイズ,小 売業者が補充を怠 ることによって発生す

る品切れ状態が生み出す不正確な販売データ,メ ーカーの広告の効果が

混在すること,さ まざまな政治 ・経済変化の効果が混在すること,な ど

である。

(3)フ ォーカス ・グループ ・インタビュー調査は時間もかか らず,費 用 もあ

まりかからず,柔 軟性に富み,機 密性を維持できる。 しか し,そ こでの

結果がより広い母集団での反応を代表す る信頼性の高い指標となるかは

疑問である。その手法自体が本当に実際の購買に結びつ くものを取 り込

めているとは必ず しも言えない。

(4)近 年開発されたシミレーテ ッド・テス ト・マーケ ッ ト(STM)サ ー ビ

スはかなり精度の高い予測能力を示 し,そ の予測能力 はしばしば実際の

売上量の10%か ら15%の 範囲におさまるという。 しか し,費 用 はわず

か一つの新製品をテス トしたり,マ ーケティング活動の一っを変更する

効果をテス トするのに7万5000ド ルから15万 ドルかか る。 そのように

費用がかかるので様々な異なる製品群,パ ッケージ,マ ーチャンダイジ

ング,価 格戦略,販 売促進プログラムといった広い範囲でテス トするこ

とは不可能になっている。

以上 のよ うな研究 はユーザー ・ニー ズ情報を ユーザーか らメー カーへ移転す
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るには実際 にかな りの コス トがかか るということを示唆 してい るのであ る。

IV.3.情 報 移転が 困難であ る理 由

既存 の研究 は どう して情報 の移転 に はコス トがかかるのかにっいてい くっか

の理 由を挙 げてい る。 こ こで我 々 はその理 由に関す る包括 的な リス トを提供 す

るわけではない。 しか し,情 報移転 の困難性 を説明 す るための主要 な ものであ

ると考 え られるい くつか の理 由について議論 してお くことに しよ う。 以下 で挙

げる情報移転 の困難 性 に関 わ る理 由 は大 き く言 って三つ の ものに分類 で きる。

一っ は情報 その ものの性質で あ り
,第 二番 目は情報 の送 り手 と受 け手 に関す る

属性で あ り,第 三 番 目は移転 されな ければ な らない情報 の量 であ る。

まず,情 報移転 の費用 は情 報 そ の ものの性 質 によ って変動 す る(Polanyi,

1958:DaftandLengel,1986:Daft,Lengel,andTrevino,1987:Winter,

1987;NonakaandTakeuchi,1995:ZanderandKogut,1995)。 例 えば,

ポ ラニー(1958)は 人 間が持 つ多 くの スキルと専門 的知識 は暗黙 的な ものであ

ると主張す る。 彼 はスキ ルが カギ にな る活動 はあるセ ッ トとな ってい るルール

を遵守す る ことによ って達成 され るが,そ こで のルールはそのルールに従 って

いる者 によ って既知 なわ けではない と説明す る(Polanyi,1958,49ペ ー ジ)。

多 くの研究者 が この よ うな明 白的 と暗黙的,コ ー ド化 された とコー ド化 されて

いない,と い った分 類を利用 して情報 移転 の困難性 について議論 を展 開 してい

る(NelsonandWinter,1982:Rosenberg,1982:NonakaandTakeuchi,

1995)。 ウ ィンター(1987)は 企 業 が持 つ知識 の次元を以下 のよ うに4っ に分

類 して いる。

暗黙的/明 白的

使用状況で観察不可能/使 用状況で観察可能

複雑/単 純

他の部分に依存的/他 の部分と独立
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ウ ィンターはこの分類で各次元 の左側 の性質 を持 った情報 ほど移転す るのが

困難 になる,と 主張す る。 それ に加 えて,一 番最 初に示 されて いる暗黙的/明

白的 とい う次元 につ いて はさ らにそ こでの知識 が教育 可能(teachable)な も

のなのかそ うで ないのか とい うよ うに ブ レー ク ・ダウ ンで きる と考 えている。

それは,た とえ知識 が暗黙 的な ものであ って もそ の中 には徒弟制 に よって教育

可能 な ものがあるか もしれないか らであ る。そ こで ウ ィンター は上 の ような次

元 に対 して十分配慮 した知識 の管理 を行 うことで企業成果 を向上 させ ることが

で きると主張 する。 とい うの は移 転 にコス トがか かる知識 は競 争優位の源泉 に

な りうると考 え られ るか らであ る。 この ウ ィンターの分類 を基 礎 に して,本 稿

の前の部分で紹 介 したザ ンダー とコーガ ッ トの研究(1995)は5っ の中心 とな

る構成 概念(コ ー ド化可能性,教 育可能性,複 雑性,シ ステム依存度,製 品観

察可能性)を 開発 し,そ れ を使 って企業 の知識 を特徴 づ けた。 そ してそれ らの

構成概念の うちコー ド化可能性 と教育可能性 が技 術情報の移転速度 に影響 を与

えて いることを実証 した。

第二 に,情 報移転 の コス トは情報 の受 け手 と送 り手 に関す る属性 によ って も

変動す る(Allen,1977:KatzandAllen,1982:KatzandTushman,1980:

Pavitt,1987:CohenandLevinthal,1990:JensenandMeckling,1995:

Szulanski,1996)。 例 えば,物 理 の教 科書 を物理 の知識 が全 くな い ものが単 に

購入 して も,そ れでその人 に物 理 に関す る知識が移転 された とい うことを意味

す るわけで はない。物理学 の教 科書 の内容 を理解 で きない学生 は定期的 に授業

料を払 って家庭教 師を雇 い,そ のことによ って物理学 の知識 を自分 の ものに し

ようとす るか も しれな い(JensenandMeckling,1995)。 この こ とは,情 報

の受 け手が新 たに獲得す る情報 を利用 で きるまで情報や スキルを持 っているか

ど うかが当該情報 の移転費用 に影響 を与 え るとい うことを意味 している。 同様

にコーヘ ンと レーベ ンソール(1990)は 次 の ように主張 した。っ ま り,新 しい

外部 にある技術情報 に関 して企業 が持 つ学 習,あ るいは吸収能力 は当該 企業 が
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持 つその情報 にっ いての事 前の知識 の量 に依 存 して いるとい うので ある。 さ ら

にス ズラ ンスキ(1996)は,情 報 の受 け手 の吸収 能力 の欠如が企業内部 での知

識 移転 を行 う上で の主要 な障害 になる ことを8企 業122の ベ ス ト・プ ラクテ ィ

ス移転 に関わ る271の 知 識移転 を観察 す る中か ら発見 した。

情報 の移転 コス トは情報 の受 け手 と送 り手 に関す る他の属性 によって も変動

す る。 例えば,技 術的 ゲー トキ ーパ ー(Allen,1977)と い った専 門化 され た

社 員や移転 グル ープ(KatzandAllen,1988)と い った専 門化 され た組織 構

造 が,組 織 間の所与 の単位 の情 報の移転 コス トに大 きな影響を与え ることが既

存 の研 究で明 らか にな ってい る。

第三 に,イ ノベ ーシ ョンに関連す る所与 の問題 を解 決す るの に十分 な情報 を

移転 す るコス トは,そ の問題解決者 によ って必要 とされ る情報 の量 によって変

動 す る。 時 と して情報 の移転 に コス トが かか るの は,イ ノベ ーシ ョンを行 うた

めに大量 の情報 が必要 とな るか らで あ る(Rosenberg,1982:Collins,1982:

vonHippelandTyre,1995:Burke,1996)。 例 え ば,ロ ーゼ ンバ ーグ は次 の

よ うな点 を示 して見せ た。 っま り,新 しく導入 しよ うとす る飛 行機 に影響を与

えるか もしれない現場 で起 こるすべて の問題 を うま く予想 した り,そ れが起 こ

る ことを避 け ようとす ると飛行機 の使用環境 に関 わ る膨大 な情 報を開発実験室

に移転 す る必要 が出て くる。 とい うの は,飛 行機 を形 づ くる各部品間で起 こる

相互作用 の結果 を事前 に正確 に予 測す る ことは不可能 で,ま た どの情報 があ り

得 る失敗 に関連 す ることにな るのかを事前 に知 る ことが誰 に もで きないか らで

ある。 ローゼ ンバ ーグのこのよ うな議 論 に対 して フ ォ ン ・ヒッペル と タイ ア

(1995)及 び コ リンズ(1982)は,新 プ ロセス機 器 と新型 レーザ ーの事 例 にお

いて同 じパ ター ンが見 られ る ことをそれぞれ報告 している。

以上 の ことをま とめ るとイノベー シ ョン関連 の情報(ユ ーザー ・ニー ズ情報

と技術情報)は,い くっか の理 由であ る場所か ら他 の場所 へ移転 す るのに しば

しば コス トがかか る。 したが ってそのよ うな情報 の移転 コス トが持つ,イ ノベー
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ション関連の問題が解決 される場所に与える影響を考察することは有益だ,と

いうことになるのである。

V.情 報の粘着性仮説

V.1,フ ォン・ヒッペルの議論

問題を解決するには,必 要となる情報と問題解決能力が結合されなければな

らない。そして技術的あるいは/及 びマーケティング関連の問題解決で利用さ

れる情報を元ある場所か ら別の場所に移転させ,そ れを利用するにはしばしば

コス トがかかる。このような前提でフォン・ヒッペル(1994)は イノベーショ

ン関連の情報を移転するコス トがイノベ▽ションが起こる場所を説明す る,と

主張する。情報の移転コス トの関数 として見た場合の,イ ノベーション関連の

問題解決場所のパ ターンを考察するためにフォン ・ヒッペルは情報の 「粘着1生」

という言葉を使 う。彼によれば,あ る所与の場合の,所 与の単位の情報の 「粘

着性」とは逓増的な費用であり,当 該情報の所与の受け手が使用可能な形で特

定の場所へその単位の情報を移転するのに必要とされる費用である,と 定義 さ

れる。この費用が低い時は情報の粘着性 は低いとされ,そ の費用が高い時,情

報の粘着性が高いとされる。そしてフォン・ヒッペルは次のようなことにも注

意を払 っている。つまり,彼 の定義では情報の粘着性に情報そのものの性質だ

けでなく,情 報の受け手 と送 り手に関わる属性及び彼 らによってなされる選択

も含んでいる。彼の定義におけるその意図は情報の粘着性のイ ンパク トをその

粘着性の原因とは 「独立 した形で」扱お うというところにある。それについて

彼は次のように考察 している。

「もし,(あ る道具や補完的な情報をもっていないため)あ る特定 の

情報の受け手が情報単位Xを 獲得するのに非効率的であったり,そ れ
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を獲得できなかったりすると,あ るいはもし特定の情報の送 り手が単

位Xに アクセスするのにお金をチ ャージする決定をするとすると,そ

の単位Xの 粘着性は他の条件の場合よりも高 くなるかもしれない。 こ

の定義で情報の粘着性の原因に関 して包括的にしておく理由は,そ の

原因によらない形で情報の粘着性のインパク トに焦点を当てたいと考

えたからである。」(vonHippel,1994,30ペ ージ)

彼の論文で,フ ォン・ヒッペルは情報の粘着性がイノベーション関連の問題

解決場所に与えるインパク トを考察 している。まず,彼 は問題解決者によって

必要 とされていて粘着性の高い情報が一ヵ所にだけある時,他 の条件を一定 と

すれば,問 題解決はその場所で行われることを指摘 した。そして第二に,彼 は,

次のことも指摘 した。それは粘着性の高い情報が二っ以上の場所にあってそれ

らが問題解決者によって必要 とされる時,問 題解決場所が粘着性の高い情報の

ある複数の場所をいったりきたりしなが ら問題解決が進行するということであ

る。

以上のような議論を基礎 として,フ ォン・ヒッペル(1995)は 新製品開発に

おける情報の粘着性 とイノベーション関連の問題解決場所 との関係を考察した。

これまで見てきたように,製 品イノベーションは技術情報やニーズ情報 といっ

た二っ以上の種類の情報を結合することによって生まれる。そして,そ れ らの

情報 は物理的に異なる場所にあることがあり,し かもそれらの粘着性が高 い場

合がある。例えば,イ ノベーターはユーザー ・ニーズに関する情報を必要とし,

そのニーズ情報はユーザーのところで最初は発生する。 また,イ ノベーターは

技術的解決案に関する情報 も必要とする。 このような技術情報はしば しば製品

メーカーによって生み出され,最 初は製品メーカーのところにある。そして製

品開発で成功するにはこれらのニーズ情報 と技術情報を結合することが必要で

ある。 したがって,こ れらの情報を少なくともある程度の量,一 方から他方へ
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っ ま りユーザーか らメーカー,あ るい はメーカーか らユーザーのい る場所へ移

転 させ る ことが必要 にな る(Rothwelletal.,1974:Cooper,1979)。 この場

合,情 報 の粘着性仮説 によ ると,技 術情報の粘着性 が高 く,ユ ーザ ー ・ニーズ

情報 の粘着性 が低 い時,メ ーカ ーがユ ーザー ・ニーズを理 解す るほうが,ユ ー

ザーが自 らのニーズを満足 させ る技 術を理解す るよ りも容 易な ので,メ ーカー

がイ ノベー シ ョンを行 うとい うことにな る(表3参 照)。 同 様 に,技 術 情報 の

粘着性 が低 く,ユ ーザー ・ニー ズ情報の粘着性が高 い時,ユ ーザーが自分 のニー

ズを満足 させ る技術情報 を理解 す る方が メーカーがユーザ ーの ニーズ情報 を理

解 す るよ り容 易なので,ユ ーザ ーが イノベー ションを行 うことになる。そして,

技 術情報 とニーズ情報 の両 方の粘着性が高 い時 は,そ の イノベー ション過程 で

メーカーが技 術関連 の問題を解決 し,ユ マザーがニー ズ関連の問題 を解決する,

とい うことにな るので ある。

技術情報の粘着性

表3情 報の粘着性仮説

ユーザー・ニーズ情報の粘着性 イ ノ ベ ー シ ョ ンの 位 置

低い

高い

低い

高い

低い

低い

高い

高い

メ ー カ ー あ るい はユ ー ザ ー

メ ー カ ー

ユ ー ザ ー

イ ノベ ー シ ョ ン過 程 で,メ ー カ ー が

技 術 関 連 の問 題 を解 決 し,ユ ー ザ ー

が ニ ー ズ関 連 の 問 題 を 解 決 す る。

V.2.情 報の粘着性仮説の期待利益仮説に対する補完性

ここまで情報の粘着性仮説にっいて説明 してきたが,こ こでこの仮説の 「期

待利益仮説」に対する関係にっいても少 し説明 しておくことにしよう。 という

のは,情 報の粘着性仮説 は期待利益仮説が抱える問題のいくつかをクリアして

いるからである。先に述べたように,期 待利益仮説は以下の三つの問題を持っ
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ていた。それ らは(1)イ ノベーションと機能的関係にあるプレーヤーの期待

利益をいっ も同一基準で評価できるとは限らないこと(2)例 えばユーザーと

メーカーといった,イ ノベーションに対 して異なる機能的関係にある複数プレー

ヤーによって行われる共同イノベーションを考慮できるだけの枠組みを持って

いないこと(3)実 証結果で未だ専有可能性(期 待利益)が,実 際にイノベー

ション活動に正のインパクトを与えるかどうかについて結論が出ていないこと,

であった。

これに対 して,情 報の粘着性仮説は期待利益仮説が持っはじめの二っの問題

をクリアしている。つまり,第 一に,情 報の粘着性仮説ではイノベーションに

対 して異なる機能的関係にあるどのプレーヤーに対 しても 「イノベーション関

連情報の移転コス ト」 という同一基準を適用できる。そして第二に,共 同イノ

ベーションという現象に対 してもメーカーが技術関連問題の解決をユーザーが

ニーズ関連の問題の解決を,と いったように共同イノベーションを捉えるだけ

の枠組みを持っている。 したがって,以 上のような意味において情報の粘着性

仮説は期待利益仮説に対 して補完的な性質を持 っていると言 うことができるの

である。

V.3.情 報の粘着性仮説に関連する実証研究

以上のように情報の粘着性仮説は,イ ノベーションの源泉の決定要因に関す

る新 しい視角を提供する。そうでありながら,残 念ながらこれまではイノベー

ション関連情報の粘着性とイノベーションの場所との関係が直接テス トされる

ことはなかった。 この点が情報の粘着性仮説が現在直面 している問題である。

とは言って も,こ れまでの研究の中にも情報の粘着性が製品イノベーション

が起こる場所に影響を与えていることを示唆しているものがないわけではなかっ

た。例えば,ト ウッシマンとアンダーソン(1986)は,イ ノベーションの起こ

る場所 は能力強化型の技術変化と能力破壊型の技術変化とで変わって くるとい
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う仮説を提示 した。能力強化型 イノベーションは既存組織の能力を強化する。

それに対 して,能 力破壊型のイノベーションは既存組織に新 しいタイプの問題

の立て方,新 しい技術的 ・商業的スキル,そ して新 しい問題解決アプローチの

採用などを要求する。言い換えれば,能 力強化型のイノベーションはある産業

にもともといた企業に既存の技術知識を利用することを要求 し,能 力破壊型の

イノベーションは同 じ企業に彼 らが吸収能力をほとんど持たない技術情報を獲

得,移 転,利 用することを要求するのである。 このことは,そ の産業の既存企

業にとって能力強化型イノベーションで必要とされる技術情報の方が能力破壊

型イノベーションで必要 とされる技術情報 よりも粘着性が低いということを意

味 している。そこで トウッシマンとアンダーソンは能力強化型の技術的不連続

において,既 存企業がそのイノベーションの起点 となり,能 力破壊型の技術的

不連続においては,新 規参入企業がイノベーションの起点 となるという仮説を

提示した。そして彼らは三つの製品クラス(国 内旅客航空交通,ポ ー トランド・

セメント,ミ ニ ・コンピュータ)を 対象 とし,こ の仮説が支持されることを実

証した。以上の結果は,情 報の粘着性がイノベーション関連の問題解決場所の

分布を説明 しうることを間接的に支持 しているものであると言える。

また,ヘ ンダーソンとクラーク(1990)の 研究 は,情 報の粘着性仮説を間接

的に支持するもう一つの証拠を提供 して くれ る。二人の主張 はラデ ィカルな

(能力破壊型)イ ノベーションとインクリメンタルな(能 力強化型)イ ノベー

ションという区別は重要なインサイ トを我々に与えて くれるが,そ の分類だけ

では不十分だというものである。ヘンダーソンとクラークは,既 存の技術に対

する見かけ上 とるに足 りない変化を伴う技術的イノベーションが競争上 きわめ

て大 きな結果を生み出すことを見いだ した。二人は新 しいタイプのイノベーショ

ンであるこのタイプのものをアーキテクチュアル ・イノベーションと呼び,既

存企業が見かけ上マイナーなイノベーションにしばしば適応できないことを説

明するためにその概念を採用 した。ヘンダーソンとクラークは,核 になるデザ
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イ ンの コンセ プ トはそのままに してお きなが ら,製 品 の構成要 素を統合す る方

法 を変化 させ るイノベー シ ョンを アーキテクチ ュアル ・イ ノベ ーシ ョンと定義

する。 そのイ ノベ ーシ ョンのエ ッセ ンスは既存 の構成要素 を新 しい方法で統合

す る,既 存 システムの再構成化(reconfiguration)と い うと ころに あ る。 へ

.ン ダー ソ ンとクラークによれば,既 存企業はアーキテクチュアル ・イノベーショ

ンに適 応す るのに しば しば困難 を感 じる。 とい うの は既存企業が持っ アーキテ

クチ ュアルな知識(構 成要素 を統合 し,一 っの首 尾一貫 した全体へ と連結 して

い く方法 に関す る知識)は,そ の企業 の既存 の枠 組み の中で形づ くられた情報

≠ ヤネル,情 報 フ ィル ター,問 題解決戦 略の中 に埋 め込 まれているからである。

言 い換え ると,ア ーキテ クチュアル ・イ ノベ ーシ ョンを行 うのに必要 な知識 は

新規参入企業 に とって より もその産業 の既存企業 にと って粘着性 が高 い ものに

なるので ある。 だか ら既存企業 がアーキ テクチュアル ・イノベー シ ョンに適 応

しよ うと して もなかなか成功 しない,と いうことにな る。ヘ ンダーソンとクラー

クは このよ うなイ ノベ ー ションの分 類の妥当性 を半導体 の光 食刻法の位置合わ

せ装置産業 にお ける競争 と技術 の歴 史を詳細 に追跡 す ることで実証 してみせた。

この研究 もイ ノベ ーシ ョンの源泉が イノベー ション関連情 報の粘着性の程度の

関数 であ るという仮説 を間接 的 に支持 している ものであ ると考え ることがで き

る。

以上 の二っ の実証研究 は,い ずれ もイノベー ターが メーカーで あると仮定 し

た上 で調査を行 ってい る。 これ とは対照 的にイ ノベ ーシ ョンの機能的源泉 は産

業や製品 カテ ゴリーに よって変 わるのだ とい う前提の もとで,情 報 の タイプと

イノ ベー シ ョン関連 の 問 題 解 決 場 所 との 関 係 を 考 察 した研 究 も存 在 す る

(RothwellandGardiner,1985:Voss,1985)。 そ れ らの研究 もイノベ ー シ ョ

ン関連 の情報 がイ ノベ ーシ ョンが起 こる位置 に影響 を与 える ことを示唆 してい

る。例 えば,ロ スウェルとガーデ ィナー(1985)は イ ノベー ションが起 こる場

所 はイノベー シ ョン関連 の技術 的情報 にっ いて ユーザーが持 つ専 門的知識 と関
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連 して いると主張 した。彼 らが発見 したの はユ ーザ ー ・イ ノベー シ ョンが起 こ

るのは軍隊,学 者社会,医 療専門家社会 とい った よ うなユーザーが科学 的あ る

いは技術的 な問題 に関 して十分情報 を持 ってい る場合で ある,と い うものであっ

た。同様 に,ヴ ォス(1985)は,ユ ーザーが所属す る産業 の知識 を持 って いる

メーカーが,そ のよ うな知識 を持 たないメーカー に比べて よ り多 くのイ ノベ ー

シ ョン活動 を行 って いたとい うことをアプ リケ ーシ ョン ・ソフ トウェアの イノ

ベーシ ョンにつ いて明 らか に した。

以上,こ れ まで の議論 を 「期待利益(専 有可 能性)仮 説」 と 「情報 の粘着 性

仮説」 の比較 とい う形で要約す ると表4の よ うに なる。表4が 明 らかに して い

るのは次の ことで ある。つ まり,情 報 の粘着性 が イノベー ション関連 の問題 解

決場所 の分布を説明す る有力 な要因 であ るに もかかわ らず,そ の ことを直接 テ

ス トす る実証研究が これ まで はなか った とい うことで ある。 したが って我々が

「イ ノベー シ ョンの源泉」 に関 わ る研 究 トピック として行 うべ き次 の ステ ップ

と して重要 なものはこの 「情報 の粘着性 とイ ノベ ーシ ョンの場所」 との関係 を

経験的 データを使 って直接,実 証す る ことであ る,と い うことになるのである。
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表4「 期待利益仮説」と 「情報の粘着性仮説」の比較

期待利益仮説 情報の粘着性仮説

仮説の主張 イ ノベ ー シ ョ ンか ら獲 得 イノベーション関連で粘着性 の

できると期待 される利益 高い情報があるところでイノベー
の大 き さが イ ノ ベ ー シ ョ シ ョンが 起 こ る。

ンの場所を決める。

仮説と関連した実証研究 メ ー カ ー が イ ノ ベ ー シ ョ 情報の タイプとその分布がイノ
ンを行 うと仮定 した場合, ベ ーションの場所 に影響を与 え

期待利益の大 きさが イノ る 。:
ベーション活動に正の影

響を与える。:

既存企業 対 新規参入企業
Cohenetal.(1987) Tushman&Anderson(1986)
Bernstein(1988) Henderson&Clark.(1990)
CohenandLevin(1989)

メ ー カ ー 対 ユ ー ザ ー

Voss(1985)

仮説の直接的な実証研究 vonHippel(1988) 実証研究は存在 しない。

Shaw(1986)

V.さ いご に

我 々は本稿 を通 じて,「 イ ノベ ▽シ ョンの源泉 とその決定要 因」 に関 す る既

存研究 を レビュー して きた。 そ こで明 らか にな ったのは以下 の三点 であ った。

第一 に,イ ノベー シ ョンが起 こる場所 は産業や製品 カテ ゴ リーに よって異 な っ

て くること。 当該 のイ ノベ ー ションに対 してメーカー,ユ ーザー,サ プライヤー

といった機能 的関係 にあ るい くっ かの タイ プの プ レーヤー達 が実 際にイ ノベー

シ ョンを行 っていた こと。 第二 に,イ ノベ ーシ ョンが起 こる場所 を決定 す る要

因 と して,二 っ の ものが これ まで議論 されて きたこと。 そ して それ らが,「 当

該 イノベ ーシ ョンに対 す るプ レーヤーの期 待利 益の大 きさ」 と 「イノベー シ ョ

ン関連の情報 の粘着性」 であ った こと。 そ して第三 に,以 上 の二っ の決定要因
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のう'ち,「期待利益仮説」にっいては実証研究が存在するが,・「情報の粘着性仮'

説」にっいてはそれを直接 テストする研究がこれまで存在 しなかったこと。こ

れである。

以上のような流れを受けて我々が今後取 り組むべき次の課題 は,「 情報の粘

着性仮説」で仮説化 されている関係が実際に成立 しているかどうか,直 接,経

験的データで確認することである。それをそのまま我々の別稿の課題とするこ

とで本稿を閉 じることにしよう。.(1998.6 .11)
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